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平成 28年度 6月補正予算の概要 

（単位：千円、％） 

区  分 補正前予算額 補正額 補正後予算額 増減率 備考 

 一般会計 39,290,000 607,070 39,897,070 1.5  

特
別
会
計 

国民健康保険事業特別会計 7,350,300 1,998 7,352,298 0.0  

補正されなかった特別会計 16,251,200 0 16,251,200 0.0  

合 計 23,601,500 1,998 23,603,498 0.0  

 一般・特別会計 計 62,891,500 609,068 63,500,568 1.0  

 

１．予算編成の考え方 【 補正総額 ６０９，０６８千円 】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

◎ 本市の復旧・復興を加速させるための予算  【補正額 ５０６，２８４千円】 

   ○ 復興交付金基金積立金、地域資源利活用促進支援事業の 2 事業 【498,491 千円】 

   ○ 被災地域交流拠点施設整備事業、災害支援事業の 2 事業 【7,793千円】 

◎ 長期総合計画実現のための予算（通常事業分）  【補正額 １００，７８６千円】 

   ○ コミュニティ助成事業、塩竈水産品 ICT化事業など 8事業 

◎ 減免措置の実施による市税の減額補正  【歳入補正】 

   ○ 固定資産税、都市計画税の減免措置に伴う減額補正（同額を震災復興特別交付税措置） 

 

 

   

 

 

◎ 国民健康保険事業の都道府県単位化に伴うシステム改修  【補正額 １，９９８千円】 

   ○ 一般管理費 1,998千円 

 

 

 一般会計                        【607,070千円】 

東日本大震災復興交付金第 15回申請分の基金積立 

水産加工品のデータベース化で、塩竈市の水産加工業の生産性向上・販路拡大 

震災復興特別交付税を活用し、市税の減免措置による被災者支援の継続実施 
 

・東日本大震災復興交付金事業 ・塩竈水産品 ICT化事業 

・市税の減額補正（歳入補正）  

 

重要 
事業 

 

 国民健康保険事業特別会計                 【1,998千円】 

国民健康保険事業の都道府県単位化に伴うシステム改修経費の計上 
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２．主な事業（会計別） 

（単位：千円） 

 【 一般会計 】                                      補正額 ６０７，０７０千円     
 

【 東日本大震災復興交付金事業 】 ・・・ 補正額 498,491 千円 
 

①東日本大震災復興交付金基金費 （復興推進課）  483,360  復興交付金申請額を積み立て 

       ・第 15回東日本大震災復興交付金申請額の基金積立を予算計上（国費ベース） 

▼申請事業 454,064 千円 

     1）港町地区津波復興拠点整備事業（復興推進課） 137,325 

     2）港町二丁目地区下水道事業（下水道課） 285,735 

     3）越の浦地区下水道事業排水効果促進事業（下水道課） 31,004 
 

▼効果促進事業一括配分 29,296 千円 

   4）市街地復興効果促進事業 29,296 

上記 1）の事業に係る効果促進事業として事業費の 20%を一括配分 
 

②地域資源利活用促進支援事業 （水産振興課）  15,131  水産業の復興と新魚市場の活用 

       ・大消費地への販路拡大や地産地消への取組拡大を目標とした塩竈市水産物販売促進計画の

策定と、本市の水産業の役割や水産物の魅力を発信する新魚市場展示施設整備の設計に係る

業務委託。 

       ・財源として、復興交付金基金繰入金（12,104千円）と、震災復興特別交付税（3,027千円）を計上。 

 

【 災害関連事業 】 ・・・ 補正額 7,793 千円 
 

①被災地域交流活動活性化推進事業 （政策課）  1,000  被災地域自治組織の活動を支援 

       ・宮城県の「被災地域交流拠点施設整備事業補助金」で整備した施設において、住民主体の活

動を行う団体に対して、宮城県が市町村を介して補助するもの。 

       ・「塩竈まちかど博物館旧ゑびや旅館」を活用し、「まちづくり塾」の開催や、塾講師と参加者との交

流会等を実施する「NPOみなとしほがま」に対して補助を行う。 
 

②災害支援事業費 （総務課・市民安全課） 6,793  熊本地震への被災地支援 

       ・平成 28年 4月 14日に発生した「熊本地震」により大きな災害を受けた熊本県内の自治体へ被災

地支援のために職員を派遣する。 

 

【 通常事業 】 ・・・ 補正額 100,786 千円 
 

①コミュニティ助成事業 （市民安全課）  10,600  コミュニティ助成事業の採択に伴う予算計上 

     ○一般コミュニティ助成事業（市民活動推進費…2款総務費） （9,600千円） 

       ・採択団体数 4団体（H27年度は 3団体採択） 

       ・杉の入町内会 2,500千円、栄町町内会 2,100千円、 

小松崎第二町内会 2,500千円、新玉川町内会 2,500千円 

     ○地域防災組織育成助成事業（防災対策事業…9款消防費） （1,000千円） 

       ・採択団体数 1団体（H27年度は 2団体採択） 

       ・第三小学校少年消防クラブ 1,000千円 
 

②松くい虫対策事業 （水産振興課）  2,774  松くい虫被害木の伐倒駆除 

       ・宮城県が実施する「森林病害虫等防除事業」を活用し、効果的な伐倒駆除等を行うための補正

予算を計上。 
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③みなと塩竈・ゆめ博開催事業 （商工港湾課）  20,000  塩釜商工会議所への事業補助金 

       ・本市の地域資源の魅力と活用方法を発信し、継続的に「塩竈」を訪れていただく契機とするため

に実施する「みなと塩竈・ゆめ博」開催事業に対し、補助金を交付する。 
 

④塩竈水産品 ICT化事業 （水産振興課・商工港湾課）  46,000 水産加工品のデータベース化等 

       ・本市で製造される水産加工品のデータベース化を図り、簡単に商品情報などを入手できる環境

を整備し、生産性向上、販路拡大、流通の効率化などに取り組む。 

▼事業内容 

1）塩竈水産加工品データベース開発及び運営費 25,000 

2）マーケティング（国内・国外）調査・消費者モニター調査 10,000 

3）データベース活用商談会、販促フェア開催等 11,000 

       ・地方創生加速化交付金（2次分）を活用。 
 

⑤橋りょう整備事業（一本松大橋） （土木課）  12,000  一本松大橋補修工事 

       ・大規模修繕・更新補助金を活用し、3 ヵ年事業として取り組む一本松大橋の大規模修繕工事に

おいて、今年度の補助金の増額配分に伴い、一部前倒して実施する。 
 

⑥石油貯蔵施設立地対策等交付金事業（塩釜陸橋） （土木課）  3,235  塩釜陸橋整備 

       ・石油貯蔵施設立地対策等交付金を活用し整備を進めている塩釜陸橋伸縮部補修工事におい

て、交付金の増額配分が認められたことから、事業推進を図るための補正予算を計上。 
 

⑦学習支援のための ICT機器等整備事業 （学校教育課）  5,402 

  市内小学校、浦戸小中学校においてタブレット端末等の整備 

       ・学び支援コーディネーター等配置事業を実施している市内各小学校(浦戸小中学校を除く)に対

し、国の「地域未来塾に係る学習支援を促進するために必要な ICT機器等の整備事業」を活用し、

タブレット端末や可搬式アクセスポイントを整備する。 

       ・補助対象外となる浦戸小中学校については、寄附金を活用し、ICT機器等を整備する。 
 

⑧エネルギー教育支援事業 （学校教育課）  775  玉川中学校を実施校としたエネルギー教育 

       ・玉川中学校において、各種エネルギーについての理解を深めるための実験機器等を整備し、エ

ネルギーに関する学習の環境の構築を支援する。 

        ※H23年度…第一小学校、H25年度…玉川中学校 

 

【 市税の減額補正 】 ・・・ 歳入補正（税務課） 
 

○固定資産税及び都市計画税の減免措置に伴う歳入の減額補正予算を計上  △33,059 

       ・東日本大震災による津波被害を受けた被災者に対し、固定資産税・都市計画税の減免を行う。 

       ・同額が震災復興特別交付税で措置される。 

 

 

 【 国民健康保険事業特別会計 】                              補正額１，９９８千円    
 

【 通常事業 】 ・・・ 補正額 1,998 千円  
 

○一般管理費 （保険年金課）  1,998  国民健康保険事業の都道府県単位化に伴うシステム改修 

       ・国民健康保険事業の財政運営主体が平成 30 年度から都道府県に移管することに伴い、市町村

が管理している国保データを国の示す仕様に合わせて県に提出するため、電算処理システムの

改修を行う。 


